
 

 

政策会議付議事案書（令和６年１月１５日） 

提案課名 国保年金課 

報告者名 黒田 正治 

事案名  秦野市国民健康保険税条例の一部を改正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的

・
必
要
性 

平成３０年度の国保制度改革により、県内国民健康保険事業の財政運営主体となっ

た神奈川県では、その運営方針で、将来的な県内保険料（税）統一に向けて、令和５

年度（激変が生じる場合は令和８年度）までに、国民健康保険事業特別会計に対する

一般会計からの決算補填目的の繰入金（以下「赤字繰入金」という。）を解消する方

針を示しました。 

本市は、令和２年度に７．４８％、令和４年度に１１．４５％の税率改定を行いま

したが、令和４年度決算時点で赤字繰入金は解消できておらず、今後も、少子高齢化

の進行や社会保険の適用拡大等により被保険者数は減少するとともに、医療の高度化

等により一人当たり医療費はより一層増加していくことから、現行税率を維持した場

合、赤字繰入金は増加していく見込みです。 

保険税率等の上昇を抑制するため、レセプト点検の強化やジェネリック医薬品の利

用促進など医療費の抑制、地方税統一ＱＲコード納付書への対応やＷＥＢ口座登録の

開始などによる収納強化等に取り組んでおりますが、令和４年度決算時点で、県内 

１９市中、本市の被保険者一人当たり国民健康保険税額は、県内１９市中１７番目と

低いことも踏まえ、赤字繰入金の段階的な解消及び国民健康保険財政の歳入歳出の均

衡を図るため、保険税率等を引き上げる税率改定を行うものです。 

経
過

・
検
討
結
果 

１ 税率改定の経過 

   平成２２年度 改定率 ７．９１％ 

平成２６年度 改定率 ５．４４％ 

令和 ２年度 改定率 ７．４８％ 

令和 ４年度 改定率１１．４５％ 

２ 国民健康保険運営協議会における検討経過 

令和５年 ８月１０日 秦野市国民健康保険事業特別会計令和４年度決算見込み

等について 

１０月２６日 秦野市国民健康保険事業の現状について 

１２月２１日 秦野市国民健康保険事業の改定について 

 議題５ 

- 1-



 

 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

秦野市国民健康保険税条例の一部を改正し、所得割率、均等割額及び平等割額を    

引き上げること。（改定率 １２．７２％） 

今
後
の
取
扱
い 

令和６年１月下旬  国保運営協議会において諮問 

令和６年２月上旬  国保運営協議会から答申 

  〃  ２月下旬  令和６年３月市議会第１回定例月会議に条例改正議案を提出 

〃  ４月    改正条例施行 
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議案第  号資料 

 

 

秦野市国民健康保険税条例改正のあらまし 

 

１ 背景 

  持続可能な制度を構築し、将来にわたり国民皆保険を堅持するため、平成

３０年度に国民健康保険制度改革が行われ、国民健康保険の財政運営の責任

主体が都道府県になりました。 

  全国では、令和４年度決算において、約８割の市町村が、一般会計から決

算補填目的の繰入（以下「赤字繰入」という。）を解消し、約２割の市町村

が赤字繰入を行っています（赤字繰入額のうち、約７割を東京都、神奈川県、

埼玉県が占めている状況）。 

そのため、神奈川県では、令和２年１２月に「神奈川県国民健康保険運営

方針（令和３年度～５年度）」を策定し、その中で、将来の県内保険料（税）

統一に向けて、令和５年度まで（激変が生じる場合は令和８年度まで）に赤

字繰入金を解消する方針を定めました。なお、大阪府及び奈良県では、令和

６年度から全国で初めて統一保険料が導入される予定です。 

  本市では、令和３年度決算時の赤字繰入金は約３億９，２０２万円（被保

険者一人当たり１万５８５円）でしたが、令和４年度に１１．４５％の税率

改定を行ったことにより、令和４年度決算時の赤字繰入金は約２億    

５，４０２万円（被保険者一人当たり７，１２６円）と、減少しましたが、

解消には至っておりません。 

  今後も、少子高齢化の進行や社会保険の適用拡大等に伴い被保険者数は減

少すること並びに医療の高度化による一人当たり医療費の増加等が見込まれ

ることから、これに伴って赤字繰入金も増加していくことが予想されます。 

  そのため、国民健康保険制度の持続的、安定的な運営と、令和８年度まで

に段階的に赤字繰入金を解消することを目的として、令和６年４月１日に国

民健康保険税率の改定を行うものです。 

 

（本市の実績及び県内１９市順位） 

 R2 決算 R3 決算 R4 決算 

平均被保険者数 37,627 人 37,034 人 35,649 人 

医療費／人 385,791 円(19 位) 415,257 円(18 位) 415,975 円(13 位) 

現年度保険税調定／人 92,575 円(18 位) 90,767 円(18 位) 98,405 円(17 位) 

赤字繰入金／人 3,782 円(10 位) 10,585 円(18 位) 7,126 円(17 位) 

資料１ 
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議案第  号資料 

 

 

２ 税率改定の水準 

(1) 改定率及び計画期間  

 改定率 １２．７２％（令和６、７年度） 

(2) 税率改定案 

ア 医療給付費分 

  所得割 均等割 平等割 

現 行 6.40%  22,200 円 19,900 円 

改定後 7.23%  25,100 円 22,500 円 

差 0.83 ㌽ 2,900 円 2,600 円 

イ 後期高齢者支援金等分 

    所得割 均等割 平等割 

現 行 2.51%  8,200 円 7,200 円 

改定後 2.84%  9,300 円 8,200 円 

差 0.33 ㌽ 1,100 円 1,000 円 

ウ  介護納付金分 

  所得割 均等割 平等割 

現 行 2.53%  9,400 円 5,600 円 

改定後 2.85%  10,600 円 6,400 円 

差 0.32 ㌽ 1,200 円 800 円 

 

(3) 所得階層別の保険税額（５０歳２人世帯で算出） 

所得 現行 改定後 年間差額 月間差額 

700 万 863,800 円 975,800 円 112,000 円 9,333 円 

600 万 749,400 円 846,600 円 97,200 円 8,100 円 

500 万 635,000 円 717,400 円 82,400 円 6,866 円 

400 万 520,600 円 588,200 円 67,600 円 5,633 円 

300 万 406,200 円 459,000 円 52,800 円 4,400 円 

200 万 291,800 円 329,800 円 38,000 円 3,166 円 

145 万（2 割軽減） 206,400 円 233,400 円 27,000 円 2,250 円 

99 万（5 割軽減） 120,000 円 135,800 円 15,800 円 1,316 円 

43 万（7 割軽減） 33,500 円 38,000 円 4,500 円 375 円 
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議案第  号資料 

 

 

 (4) 赤字繰入金等の推移                  単位：千円 

 R3 決算 R4 決算 R5 当初予算 R6 推計 R7 推計 

被保険者数 37,034 人 35,649 人 33,542 人 32,175 人 30,721 人 

国保事業費納付金 4,528,067 4,612,657 4,826,962 4,636,891 4,557,773 

財
源
内
訳 

補助金等 1,046,234 1,136,612 1,282,354 1,234,262 1,173,542 

現年度収納額 3,047,839 3,182,630 3,129,417 2,810,544 2,656,289 

赤字繰入金 392,019 254,020 362,294 592,085 727,942 

                    

改定率 11.45％ 12.72％ 

 現年度収納額 3,168,045 2,994,169 

 赤字繰入金 150,375 310,575 

 一人当たり赤字繰入金 4,673 円 10,109 円 
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議案第  号  

 

   秦野市国民健康保険税条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市国民健康保険税条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和６年  月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

被保険者数の減少及び一人当たり医療費の増加等による特別会計の財源不足

が見込まれることから、所得割率、均等割額及び平等割額を引き上げるため、

改正するものであります。 

 

資料２ 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

秦野市国民健康保険税条例（昭和３０年秦野市条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。 

第４条中「１００分の６．４０」を「１００分の７．２３」に改める。 

第５条中「２２，２００円」を「２５，１００円」に改める。 

第６条中「１９，９００円」を「２２，５００円」に改める。 

第７条中「１００分の２．５１」を「１００分の２．８４」に改める。 

第８条中「８，２００円」を「９，３００円」に改める。 

第９条中「７，２００円」を「８，２００円」に改める。 

第１０条中「１００分の２．５３」を「１００分の２．８５」に改める。 

第１１条中「９，４００円」を「１０，６００円」に改める。 

第１２条中「５，６００円」を「６，４００円」に改める。 

第１６条第１項第１号ア中「１５，５４０円」を「１７，５７０円」に改め、 

同号イ中「１３，９３０円」を「１５，７５０円」に改め、同号ウ中 

「５，７４０円」を「６，５１０円」に改め、同号エ中「５，０４０円」を 

「５，７４０円」に改め、同号オ中「６，５８０円」を「７，４２０円」に改

め、同号カ中「３，９２０円」を「４，４８０円」に改め、同項第２号ア中 

「１１，１００円」を「１２，５５０円」に改め、同号イ中「９，９５０円」

を「１１，２５０円」に改め、同号ウ中「４，１００円」を「４，６５０円」

に改め、同号エ中「３，６００円」を「４，１００円」に改め、同号オ中 

「４，７００円」を「５，３００円」に改め、同号カ中「２，８００円」を 

「３，２００円」に改め、同項第３号ア中「４，４４０円」を「５，０２０円」 

に改め、同号イ中「３，９８０円」を「４，５００円」に改め、同号ウ中 

「１，６４０円」を「１，８６０円」に改め、同号エ中「１，４４０円」を 

「１，６４０円」に改め、同号オ中「１，８８０円」を「２，１２０円」に改

め、同号カ中「１，１２０円」を「１，２８０円」に改め、同条第２項第１号

ア中「３，３３０円」を「３，７６５円」に改め、同号イ中「５，５５０円」

を「６，２７５円」に改め、同号ウ中「８，８８０円」を「１０，０４０円」

に改め、同号エ中「１１，１００円」を「１２，５５０円」に改め、同項第２

号ア中「１，２３０円」を「１，３９５円」に改め、同号イ中「２，０５０

資料３ 
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円」を「２，３２５円」に改め、同号ウ中「３，２８０円」を「３，７２０

円」に改め、同号エ中「４，１００円」を「４，６５０円」に改め、同条第３

項第２号ア（ア）中「２，２２０円」を「２，５１０円」に改め、同号ア

（イ）中「３，３３０円」を「３，７６５円」に改め、同号イ（ア）中 

「３，７００円」を「４，１８４円」に改め、同号イ（イ）中「５，５５０円」

を「６，２７５円」に改め、同号ウ（ア）中「５，９２０円」を「６，６９４ 

円」に改め、同号ウ（イ）中「８，８８０円」を「１０，０４０円」に改め、

同号エ（ア）中「７，４００円」を「８，３６７円」に改め、同号エ（イ）中

「１１，１００円」を「１２，５５０円」に改め、同項第４号ア（ア）中 

「８２０円」を「９３０円」に改め、同号ア（イ）中「１，２３０円」を 

「１，３９５円」に改め、同号イ（ア）中「１，３６７円」を「１，５５０円」 

に改め、同号イ（イ）中「２，０５０円」を「２，３２５円」に改め、同号ウ

（ア）中「２，１８７円」を「２，４８０円」に改め、同号ウ（イ）中 

「３，２８０円」を「３，７２０円」に改め、同号エ（ア）中「２，７３４円」 

を「３，１００円」に改め、同号エ（イ）中「４，１００円」を「４，６５０

円」に改め、同項第６号ア（ア）中「９４０円」を「１，０６０円」に改め、

同号ア（イ）中「１，４１０円」を「１，５９０円」に改め、同号イ（ア）中 

「１，５６７円」を「１，７６７円」に改め、同号イ（イ）中「２，３５０円」 

を「２，６５０円」に改め、同号ウ（ア）中「２，５０７円」を「２，８２７

円」に改め、同号ウ（イ）中「３，７６０円」を「４，２４０円」に改め、同

号エ（ア）中「３，１３４円」を「３，５３４円」に改め、同号エ（イ）中 

「４，７００円」を「５，３００円」に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第  号 秦野市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る所得割額） 

第４条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の

所得に係る法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合計額から同条第２項第１号に規定する金額を

控除した後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（第７条及

び第１０条において「基礎控除後の総所得金額等」という。）

に１００分の７．２３を乗じて算定する。 

第４条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の

所得に係る法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合計額から同条第２項第１号に規定する金額を

控除した後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（第７条及

び第１０条において「基礎控除後の総所得金額等」という。）

に１００分の６．４０を乗じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額） 

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ

いて２５，１００円とする。 

第５条 第３条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人につ

いて２２，２００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額） 

第６条 第３条第２項の世帯別平等割額は、１世帯について 

２２，５００円とする。 

第６条 第３条第２項の世帯別平等割額は、１世帯について 

１９，９００円とする。 

 （後期高齢者支援金等課税被保険者に係る所得割額）  （後期高齢者支援金等課税被保険者に係る所得割額） 

第７条 第３条第３項の所得割額は、後期高齢者支援金等課税被

保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の２．８４

を乗じて算定する。 

第７条 第３条第３項の所得割額は、後期高齢者支援金等課税被

保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の２．５１

を乗じて算定する。 

 （後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割額）  （後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第８条 第３条第３項の被保険者均等割額は、後期高齢者支援金 第８条 第３条第３項の被保険者均等割額は、後期高齢者支援金

資料４ 
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等課税被保険者１人について９，３００円とする。 等課税被保険者１人について８，２００円とする。 

 （後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額）  （後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条 第３条第３項の世帯別平等割額は、１世帯について 

 ８，２００円とする。 

第９条 第３条第３項の世帯別平等割額は、１世帯について 

 ７，２００円とする。 

 （介護納付金課税被保険者に係る所得割額）  （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第１０条 第３条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者

に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の２．８５を乗じ

て算定する。 

第１０条 第３条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者

に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の２．５３を乗じ

て算定する。 

 （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額）  （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第１１条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税

被保険者１人について１０，６００円とする。 

第１１条 第３条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税

被保険者１人について９，４００円とする。 

 （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額）  （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第１２条 第３条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について  

 ６，４００円とする。 

第１２条 第３条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について  

 ５，６００円とする。 

 （保険税の減額）  （保険税の減額） 

第１６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税の納税義務者に対

して課する保険税の額は、第３条第２項本文の基礎課税額から

それぞれの各号ア及びイに掲げる額を減額して得た額（その減

額して得た額が法第７０３条の４第１１項に規定する額を超え

る場合には、その額）、第３条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からそれぞれの各号ウ及びエに掲げる額を減額して得

た額（その減額して得た額が法第７０３条の４第１９項に規定

第１６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税の納税義務者に対

して課する保険税の額は、第３条第２項本文の基礎課税額から

それぞれの各号ア及びイに掲げる額を減額して得た額（その減

額して得た額が法第７０３条の４第１１項に規定する額を超え

る場合には、その額）、第３条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からそれぞれの各号ウ及びエに掲げる額を減額して得

た額（その減額して得た額が法第７０３条の４第１９項に規定
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する額を超える場合には、その額）並びに第３条第４項本文の

介護納付金課税額からそれぞれの各号オ及びカに掲げる額を減

額して得た額（その減額して得た額が法第７０３条の４第 

２７項に規定する額を超える場合には、その額）の合算額とす

る。 

する額を超える場合には、その額）並びに第３条第４項本文の

介護納付金課税額からそれぞれの各号オ及びカに掲げる額を減

額して得た額（その減額して得た額が法第７０３条の４第 

２７項に規定する額を超える場合には、その額）の合算額とす

る。 

 (1) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、法第３１４条の２第２項第１号に規定す

る金額（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者

（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に

規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得控

除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入

金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号に

おいて同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者

（前年中に法第７０３の５第１項に規定する総所得金額に係

る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受

けた者（年齢６５歳未満の者にあってはその公的年金等の収

入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者に

あってはその公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者

に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合

(1) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、法第３１４条の２第２項第１号に規定す

る金額（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者

（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に

規定する給与所得について同条第３項に規定する給与所得控

除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入

金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号に

おいて同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者

（前年中に法第７０３の５第１項に規定する総所得金額に係

る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受

けた者（年齢６５歳未満の者にあってはその公的年金等の収

入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者に

あってはその公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者

に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合
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計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、法第３１４条の２第２項第１号

に規定する金額にその給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を越えない世帯

に係る納税義務者 

計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、法第３１４条の２第２項第１号

に規定する金額にその給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を越えない世帯

に係る納税義務者 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第２条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １７，５７０円 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第２条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １５，５４０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について １５，７５０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について １３，９３０円 

  ウ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割

額 後期高齢者支援金等課税被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について ６，５１０円 

  ウ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割

額 後期高齢者支援金等課税被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について ５，７４０円 

  エ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額

 １世帯について ５，７４０円 

  エ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額

 １世帯について ５，０４０円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護

納付金課税被保険者（第２条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ７，４２０円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護

納付金課税被保険者（第２条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ６，５８０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ４，４８０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ３，９２０円 

 (2) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、法第３１４条の２第２項第１号に規定す

(2) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、法第３１４条の２第２項第１号に規定す
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る金額（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に規定する金額にその給与所

得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き２９０，０００円を加算した金額を越えない世帯に係る納

税義務者（前号に該当する者を除く。） 

る金額（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に規定する金額にその給与所

得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き２９０，０００円を加算した金額を越えない世帯に係る納

税義務者（前号に該当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第２条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １２，５５０円 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第２条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １１，１００円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について １１，２５０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ９，９５０円 

  ウ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割

額 後期高齢者支援金等課税被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について ４，６５０円 

  ウ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割

額 後期高齢者支援金等課税被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について ４，１００円 

  エ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額

 １世帯について ４，１００円 

  エ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額

 １世帯について ３，６００円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護

納付金課税被保険者（第２条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ５，３００円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護

納付金課税被保険者（第２条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ４，７００円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ３，２００円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ２，８００円 
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 (3) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、法第３１４条の２第２項第１号に規定す

る金額（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に規定する金額にその給与所

得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き５３５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納

税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

(3) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、法第３１４条の２第２項第１号に規定す

る金額（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が

２以上の場合にあっては、同号に規定する金額にその給与所

得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につ

き５３５，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納

税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第２条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて ５，０２０円 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保

険者（第２条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて ４，４４０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ４，５００円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について ３，９８０円 

  ウ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割

額 後期高齢者支援金等課税被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について １，８６０円 

  ウ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割

額 後期高齢者支援金等課税被保険者（第２条第２項に規

定する世帯主を除く。） １人について １，６４０円 

  エ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額

１世帯について １，６４０円 

  エ 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る世帯別平等割額

１世帯について １，４４０円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護

納付金課税被保険者（第２条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ２，１２０円 

  オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護

納付金課税被保険者（第２条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について １，８８０円 

- 14-



  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について １，２８０円 

  カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯

について １，１２０円 

２ 保険税の納税義務者の属する世帯に６歳に達する日以後の最

初の３月３１日以前である被保険者（以下この項において「未

就学児」という。）がある場合におけるその納税義務者に対し

て課する被保険者均等割額（その納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額

を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）に限る。）は、その被保険者均等割額から、次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれの各号に定める額を減額して

得た額とする。 

２ 保険税の納税義務者の属する世帯に６歳に達する日以後の最

初の３月３１日以前である被保険者（以下この項において「未

就学児」という。）がある場合におけるその納税義務者に対し

て課する被保険者均等割額（その納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額

を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）に限る。）は、その被保険者均等割額から、次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれの各号に定める額を減額して

得た額とする。 

 (1) 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

 (1) 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯  

３，７６５円 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯  

３，３３０円 

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯  

   ６，２７５円 

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯  

   ５，５５０円 

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯  

   １０，０４０円 

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯  

   ８，８８０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １２，４００円   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １１，１００円 

 (2) 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割額  (2) 後期高齢者支援金等課税被保険者に係る被保険者均等割額
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 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人につ

いて次に定める額 

 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人につ

いて次に定める額 

  ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯  

   １，３９５円 

  ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯  

   １，２３０円 

  イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯  

   ２，３２５円 

  イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯  

   ２，０５０円 

  ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯  

   ３，７２０円 

  ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯  

   ３，２８０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４，６５０円   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４，１００円 

３ 保険税の納税義務者の属する世帯に地方税法施行令（昭和 

２５年政令第２４５号）第５６条の８９第４項に規定する出産

被保険者（以下「出産被保険者」という。）がある場合におけ

るその納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割

額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあって 

は、その減額後の被保険者均等割額）は、その所得割額及び被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

の各号に定める額を減額して得た額（その減額して得た額が、

第３条第２項ただし書、同条第３項ただし書及び同条第４項た

だし書に規定する額を超える場合には、その額）とする。 

３ 保険税の納税義務者の属する世帯に地方税法施行令（昭和 

２５年政令第２４５号）第５６条の８９第４項に規定する出産

被保険者（以下「出産被保険者」という。）がある場合におけ

るその納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割

額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあって 

は、その減額後の被保険者均等割額）は、その所得割額及び被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

の各号に定める額を減額して得た額（その減額して得た額が、

第３条第２項ただし書、同条第３項ただし書及び同条第４項た

だし書に規定する額を超える場合には、その額）とする。 

 (1) （略） (1) （略） 

 (2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 第５条に規定する被保険者均等割額の１２分の１

 (2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 第５条に規定する被保険者均等割額の１２分の１
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の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその年度に属す

る月数を乗じて得た額として、次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める額 

の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその年度に属す

る月数を乗じて得た額として、次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める額 

  ア 第１項第１号アに規定する金額を減額した世帯   ア 第１項第１号アに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，５１０円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，２２０円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，７６５円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，３３０円 

  イ 第１項第２号アに規定する金額を減額した世帯   イ 第１項第２号アに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ４，１８４円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，７００円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ６，２７５円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ５，５５０円 

  ウ 第１項第３号アに規定する金額を減額した世帯   ウ 第１項第３号アに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ６，６９６円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ５，９２０円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １０，０４０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ８，８８０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ８，３６７円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ７，４００円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １２，５５０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 １１，１００円 

 (3) （略） (3) （略） 

 (4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 第８条に規定する被保険者均等割

額の１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうち

その年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定

める額 

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 第８条に規定する被保険者均等割

額の１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうち

その年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定

める額 
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  ア 第１項第１号ウに規定する金額を減額した世帯   ア 第１項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ９３０円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ８２０円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，３９５円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，２３０円 

  イ 第１項第２号ウに規定する金額を減額した世帯   イ 第１項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，５５０円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，３６７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，３２５円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，０５０円 

  ウ 第１項第３号ウに規定する金額を減額した世帯   ウ 第１項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，４８０円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，１８７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，７２０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，２８０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，１００円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，７３４円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，６５０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，１００円 

 (5) （略） (5) （略） 

 (6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被

保険者均等割額 第１１条に規定する被保険者均等割額の 

１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその

年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める

額 

 (6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被

保険者均等割額 第１１条に規定する被保険者均等割額の 

１２分の１の額に、出産被保険者の産前産後期間のうちその

年度に属する月数を乗じて得た額として、次に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ出産被保険者１人について次に定める

額 

  ア 第１項第１号オに規定する金額を減額した世帯   ア 第１項第１号オに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，０６０円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ９４０円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，５９０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 １，４１０円 
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  イ 第１項第２号オに規定する金額を減額した世帯   イ 第１項第２号オに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，７６７円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 １，５６７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，６５０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ２，３５０円 

  ウ 第１項第３号オに規定する金額を減額した世帯   ウ 第１項第３号オに規定する金額を減額した世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，８２７円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ２，５０７円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，２４０円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ３，７６０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 

   (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，５３４円    (ｱ) 単胎妊娠の場合 ３，１３４円 

   (ｲ) 多胎妊娠の場合 ５，３００円    (ｲ) 多胎妊娠の場合 ４，７００円 

  

  

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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